













は じ め に
自動車 は,人 々の生活や産業活動 を支 える上で,不 可欠の存在 となってい
るが,ま たそれは大気汚染 ・酸1生雨,地 球温暖化,オ ゾン層破壊,廃 棄物,
騒音問題等,地 球環境 を破壊する要因の1つ とも考 えられている。
自動車の製造過程では,環 境への負荷 はy他 の製造業 とあまり変 りはない
が,そ の利用廃棄過程でのそれが非常 に大 きい。 これをいかに小さ くす るか
ということも,こ の産業の重要な課題である。 このような自動車に関 してラ
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イフサイクル的観点か ら環境問題 を トータルに考察することも意義のあるこ
とである。
本稿では,環 境問題 を経営会計的な観点か ら,我 が国 自動車各社の事例 を
中心 として論 じた。
1自 動車産業における環境問題








熱帯雨林等の資源枯渇,砂 漠化の進行,野 生生物の減少,人 口政策,南 北
問題,有 害廃棄物の越境移転,東 欧の環境再生等
のようなものが挙げられる。
自動車産業 における環境問題 は,こ れ らの多 くの問題にかかわるが,そ の
中で も(1)～⑥ までの ものが特 に重要である。
(1)地球温暖化
地球の温暖化 とは,大 気中における二酸化炭素(CO2),メタンガス,フ ロ
ン等の温室効果ガスの濃度が上昇 し,極 めて短期間に大気温が上が ることで
ある。その結果,海 面の上昇,降 水量の変動,生 態系の構造変化,気 候の変
化を生 じる。
自動車の生産 ・利用ではCO,を大量 に発生する。特 に,国 内のCO・総排出






線 をうけて光分解 され塩素 を生 じ,こ れがオ ゾンと反応 してオゾン層 を破壊
する。
特定 フロンや トリクロロエタンは,自 動車等のエアコンの冷媒,工 場の洗




水素イオ ン濃度(pH)5.6以下の雨 を酸性雨 といい,大 気汚染物質が大気中
で雨に溶 け込むことによって生 じる。
日本では,ま だヨーロッパ,中 国大陸,北 米ほ ど深刻な被害はうけてない
が,三 次市の中国自動車道 と国道54号線 の交差する地域ではマツが大量 に枯
れ,自 動車か ら排出 され る窒素酸化物が雨や霧 に含 まれマツに被害 を与 えた
もの と推測 されている(宇 井純 ・根本順吉 ・山田国廣監修 『地球環境の事典』
三省堂,1992,p.159)。
酸性雨発生の原因は,完 全には解明されていないが,自 動車排気か らの二
酸化窒素(NO、),工場排出の硫黄酸化物が主因 とされている。 また,大 気汚
染 も,自動車や工場か らの排出物が主因で,人 体に深刻な影響 を与 えている。
(4)水質汚濁
日本の河川,湖 沼,地 下水,海 洋等の水質汚濁 は,産 業排水や生活排水 に
よって生 じる。
自動車製造過程における水質汚濁の主要な発生原因 は,メ ッキ,塗装,機




多 くの製造工程か ら発生する多種多様 な廃棄物,更 には使用後処分 された
スクラップ自動車の山,こ れ らはi日 常見かける風景に もなっている。
⑥ 騒音 ・振動 ・臭気等
トヨタでは,こ れ らの環境問題 を感覚公害 と名づけている。騒音,振 動お
よび臭気については,ヒ トの感覚に係わ るものであ り,法令等 を充分 に遵守
しても,工 場周辺の住民等 に不快感 を与 える。
(7)その他
自動車製造には,熱 帯雨林等の資源を原材料 として使用するので枯渇の問




トヨタでは 「自動車 と環境 人 と地球にやさしい車づ くり一一」 という
49頁からなる小冊子 を発行 し,そ の中で,環 境 に関する基本的考 え方および
環境対策 について詳細 に述べている。
A.取組み方
トヨタは 「クリーンで安全な商品の提供 を使命 とし,住 みよい地球 と豊か
な社会づ くりに努める」 とい う基本理念に基づ き,自動車 とかかわっている
今 日の環境問題 を トータルに考え4つ の分野に区分 して図示 し,「地球環境 に




図表II-3でトヨタが開発 した排出ガス低減技術の導入経過 を示す ように,
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あらゆる可能性の追求の中から,多 くの独 自の技術を開発 ・導入 してきた。
今後 も92年に制定 した トヨタ地球環境憲章の 「排出物質 を極力抑 えた自動車
の開発」の考 えを基本 としてより一層の排出ガス低減 を求め更なる開発を続
けるとしている。
② 騒 音
自動車か ら発生する騒音エネルギーは,20年前 に比べ20～25%低減 したが,
更に自動車騒音の低減 を目指 し,エ ンジン騒音,冷 却系騒音,吸 気系騒音,
排気系騒音,タ イヤ騒音等 自動車 に係わる全ての音源について一層の騒音低
減 に努めるとともに,排 出ガス ・燃費 ・安全等各種諸対策 とのバ ランスを図
った車両 トータル としての研究開発を進める方針である。
特に,加 速時 に大 きな影響のあるエ ンジン騒音 と定常走行時のタイヤ騒音
についてはy交 通騒音を低減するうえで,よ り効果の大 きい対策であるだけ
に,よ り重点的な対策を進める必要があると考 えている。
③ アスベ ス ト
作業環境改善および大気汚染防止 のため,ブ レーキ,ク ラッチ,ガ スケッ
ト類等に使用 されているアスベス ト製部品の98%まで代替材料に置 き換 え,
残 りの部品についても'93年末には全てノンアスベス ト化 する予定である と
いう。
④ 燃 費
燃費向上 は,省 エネよりも究極的には,地 球温暖化対策の観点から非常 に
重要 となっている。
地球温暖化 はCO2等の温室効果 ガスによって引 き起 こされ ると言われて








トヨタは 「ク リーンで安全な商品の提供 を
使命 とし,住 みよい地域 と豊かな社会づ くり






























出典 トヨタ 「自動車 と環境 人 と地球 にや さ しい車づ くり 」p.6,7
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トヨタの取組み方
② 「地球環境 に関す る トヨタの取 り組み方針」
トヨタは,基 本理念の実現 を図るため,1992年1月,
地球環境保全 に取 り組 む基本方針,行 動指針,取 り組み
体制などを定めた 「地球環境 に関する トヨタの取 り組み
方針(通 称:ト ヨタ地球環境憲章・次頁全掲)」を制定 し
た。
トヨタでは,こ の方針に基づき,製 品の開発,設 計,
生産,販 売,使 用,リ サイクルに至 る全ての段階におい
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図表II-Z地 球環境に関する トヨタの
地球 の豊 かな 自然 を守 り,こ れ を子孫 に伝 えるこ とは,現 代 に生 きる私た ちに
とって,最 も重要 な課題 であ り,一 人 ひ とりが真剣 に取 り組 むべ き もので あ りま
す。
トヨタ自動車 は,「自動車 を通 して豊 かな社会 づ くり」と 「人 と地球 にや さ しい
車 づ くり」 をめざ し,排 出 ガス低減,省 エ ネル ギー,生 産活動で の公害防止 な ど,
環境 対策 に不断の努力 を続 ける とともにi「良 き企 業市 民」として,環 境保護 への
支援活動 に も積 極的 に取 り組 んで きました。
今般,新 た に定 めた 「ク リー ンで安全 な商品 の提供 を使命 とし,住 み よい地球
と豊か な社会づ くりに努 める」 との基本理念 に基 づ き,こ の 「地球環境 に関す る
トヨタの取組方針」 を制定 し,環 境保全 への取 り組 み を積極 的 に進めてい きます。
総合 的な取 り組 み
車 づ くりは地球環境 と深 く関連 して いるこ とを認識 し,内 外 の仕入先,販 売店
等の関係各社 とも協 力 し,社 内の各部門の力 を合わせ て,環 境 にや さ しい技術 の
開発 に積極 的 に取 り組 み,環 境対策 をさ らに推進 してい きます。
2.未 然防止の徹底
製品の開発,設 計,生 産,販 売,廃 棄 に至 る全 ての段階 において,環 境 に及 ぼ
す影響 を予測 し評価 して,環 境保全 に積極 的に取 り組 み ます。
3.社 会へ の貢献
より良 い地球環境 の実現 をめ ざすため,事 業 を通 してだ けで な く,良 き企業市
民 としての社会 への貢献 とい う視 点か ら,社 会や地域 にお ける環境保護 への支楓
協 力活動 に積極 的 に取 り組 み ます。
いつ も環境 に配慮 して… …環境対策の積極的推進
(1)排出物 質 を極力抑 えた 自動車 の開発,提 供
自動車 は身近 にあって便利 に使 うものです。生活地域 の きれいな空気 を保 ち,
静 かで健康的 な まちづ くりのため,私 たち は排 出ガスな ど環境 に悪影響 を及 ぼす
物質 や騒音 の低減 を推進 します。
地球環境 問題,例 えば地球温 暖化 やオ ゾン層破壊 等 に対応 す るため に,ト ップ
レベ ルの燃費 の達成 や特定 フロンの廃 止 を推進 してい きます。
また,化 石燃料 ばか りに頼 るので はな く,多 くのエ ネル ギーの可能性 を引 き出
しなが ら,環 境 への負担 をよ り少な くす る自動車の開発 を推進 します。
② 排 出物 を極力 出 さない生産活動
自動車 は,多 くの素材 とその加工,組 立 によって生産 され ます。私た ちは,こ
れ らの生産 活動が環境 に何 らかの影響 を与 えている との認識 に立 ち,生 産 か ら生
ず る排出物 をいか に少 な くしてい くか に取 り組 み ます。
このた め,排 出物 を極力抑 えた生産工程 やエ ネルギー消費 の少 ない生産工程 の
開発,導 入 を進 めてい きます。
また,各 生産工程 におけ る環境管理 は 自らの責任 との 自覚 を持 って,自 主管理
の徹底 に取 り組 み ます。
出典:ト ヨ タ 「自動 一車 と環境 」p.8
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取組方針(通 称=ト ヨタ地球環境憲章)
2.大 切 に何 度 も使 う……資源の節約 と再利 用
地球 の資源 には限 りが ある事 を認識 し,私 たちはあ らゆ る資源の有効利 用 の可
能性 を検討 し,回 収,再 利 用 に取 り組 み ます。
そのため,再 利 用が しやす いよ うに設計 を行 うこと,再 利用 の際 に も環境 への負担
が少 ない ものであ ること,ま た,生 産段 階 で も無駄 な ものは出 さな いこ とな
どを推進 し,製 品 に リサイ クル思想 を盛 り込 みます。
3.車 づ くりの仲 間は環境 づ くりの仲 間……関係各社 との協力
車づ くりには多 くの業種 の協力 が必 要です。 完成 した車 だけで な く,小 さな部
品の1つ1つ に至 る まで,十 分配慮 した車 づ くりを実践 していか なけれ ばな らな
い と考 えてい ます。
私 たち は多 くの関係 各社 との連携 を一層密 に し,研 讃 しあい,環 境保全の ため
の技術 開発 に努め,そ の成果 を車づ くりに反映 してい きます。
4.世 界に向けて……海外への展開
世界 中の どこで も楽 しく役立つ 自動車 として使 っていただ くとと もに,世 界の
人々 は同 じ空気 を吸 ってい る との観 点か ら,私 たちは燃料 を節約 す るな ど環境 に
負担 をかけない ことに留意 し,そ れぞれの国の状 況 にふ さわ しい 自動車 を提供 し
てい きます。
また,海 外の工場 において も適切 な技術 が導入 され るよ う積極的 に働 きか けて
い きます。
5.社 会の一員 として… …環境政策へ の協 力
今 日の環境 問題 は地域の問題 か ら地球環境 まで,広 く大 き く存在 し,社 会全体
としての取 り組 みが求め られ てい ます。
私 た ちは,良 い環境 を実現 し,快 適 で効率 の良 い交通 を実現 す るには,ど の よ
うな方法 で取 り組 めば よいか を常 に考 え ます。
そ して,行 政 や有識 者 との対 話 に積極 的 に参加 し,科 学的 な研 究成 果 に基づ き,有効
な提言 を行 い,環 境政策 に協 力 して いきます。
6.事 業活動以外 で も貢献 ……積極 的な社 会貢献活動
グローバル な視点 に立 って,「文明 と環境 の調和 」「持続可能 な開発」ホの実現 の
た め,事 業活動 と直接 つなが らない分野 にお いて も,環 境保護 に関 す る社会貢献
活 動 に積極 的 に取 り組 み ます。
(注)
*「持続 可能 な開発」(SustainableDevelopment):→環境保 全 と経済発展 とを
両立 させなが ら進 めてい く考 え方
7.よ りよい理解 に向 けて……積極的 な情報提供 ・啓 発活動
環境問題 に対 す る会社 の取 り組み状 況 を理解 いただ くため,環 境施設 の公開 を
含 めた情報提供 を積極 的 に展開 して い きます。
また,私 たちは企業 に働 くもの としての みな らず,良 き社会人 と して,環 境 に
対 する自覚 を持 ち,率 先 して行動 す るよう自己啓発 してい きます。
III.取り組み体制…… トヨタ環境委 員会の設置
社内 は もとよ り,内 外 の関係 各社 とも協 力 しy各 種の委員会等 の活動 を通 じて,
環境 問題 の対応 に取 り組 んで きましたが,新 た に,ト ヨタ環境 委員会 を設置 し,
関連 す る諸 々の活動 を促進 してい きます。
(1992年1月制 定)
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図 表II-3
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● リーンセンサーフ ィー トバ ック方 式 希 薄燃 焼 システム
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出典:ト ヨ タ 「自動 車 と環 境 」P・10
走行低減,軽 量化 な どが あ り,そ れ らをバ ランス良 く開発 して いかな けれ ば
な らない。 また,実 際の燃料消費 は,走 行状 態が大 き く影響す る ことか ら渋
滞対策等 の交通流 の改善 も重要 なポイ ン トとなる。
この項 で は,更 に,(イ)燃焼 改善,(ロ摩 擦 損失低減,の 動力伝達効率 の向上,
←)走行抵 抗の低減,㈱ 軽量化 に関 して詳細 に述 べてい る。
⑤ 特定 フロ ン
同社 では,'89年4月に 「フロ ン対策委員会(現,オ ゾン層保護推進小委 員
会)」を設置 し,関 係会社,デ ィー ラー等 も含 め,オ ール トヨタの特定 フ'ロン
削減活動 を展 開 してい る。
特 に,自 動車 用エ ア コンにつ いて,冷 媒 を従来 の特定 フロン ・CFC12か
らオ ゾン層破壊 を招か ない新冷媒 ・HFC--134aへの代替 時期 を'93年末 まで
とした。 また,エ ア コンシステムの開発 ・実用化 お よび特定 フロンの回収 ・
再 生機 の開発,配 備 に よるフロンガスの リサ イクル に取組 んで いる。
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⑥ 代替エネルギー車の開発
同社では,環 境保全に対す る新たな対応 を求 め,代 替燃料車,代 替動力車
の開発 を20年以上前か ら進 めてきた。
代替燃料車 としては,メ タノール自動車,天 然ガス車,水 素 自動車,代 替
動力車 としては電気自動車(EV),ソーラーカー,ガ スタービンエンジン車,
スター リングエンジン車がある。
これ ら代替エネルギー車 には,一 充墳走行距離,価 格,耐 久性f安 全性,




同社では,工 場環境保全のために1963年に 「工場環境委員会」を設置 し,
本社機能 と工場の環境保全組織 との連携 を計 るとともに,中 長期の対応 目標
を設定 した。
更に,公 害未然防止のための事前検討システム,関 連企業 ・海外工場 との
協力体制の確立 も積極的に行 っている。
② オゾン層保護
生産工程で使用 しているオ ゾン層破壊物質 に,ウ レタン製品の発泡工程,
電子部品等の洗浄工程で使用 している特定 フロンおよび樹脂バンパーs熱処
理部品等の洗浄工程での1,1,1,一 トリクロロエタンの2物 質がある。





定 し,積 極的に取組 んでいる。
E・A・R・T・HACTIONPROGRAMの 基本的方針 としてy


































出典:ト ヨタ 「自動車 と環境」p.24
ω 行動 目標 を設定 し,前 向 きな対応 を全社活 動 として,強 力 に推進 す る。
(ロ)技術 開発 によ り,実 効 ある ものを全世界 に向け}着 実 に展開す る。
今後2000年に向 けCO、の排 出量 を,1990年レベ ルで安定化 す るこ とをめ ざ
して,4E活 動 を骨 子 として展 開 してい る。 この4Eと は,省 エ ネル ギー
(EnergySaving),技術 開発(EstablishingTechnology),エネル ギー転換
(EnergyChange),啓発 ・啓蒙 ・意識改革(Enlightment)である。
④ 酸性 雨 ・大気汚染防止
良質燃料 の使用(硫 黄酸化物,窒 素酸化物等対策),燃 焼 方法の改善(同 お






















じん ・粉塵等),省エネルギーを主体 として,酸 性雨 ・大気汚染の防止に努め
ている。
⑤ 水質汚濁防止
製造工程か ら出 る排水による水質汚濁 を防止するため,全 工場 に総合排水
処理場 を設置 している。
各工場の排水特性 に応 じ凝集沈澱,凝 集浮上,油 分離,活 性汚泥,加 圧浮
上,砂 ろ過などの処理工程 を組み合わせた排水処理 システムを採用 し,富栄
養化への対応,使 用 ・排水量の減少 に努 めている。
⑥ 廃棄物処理 ・処分



































騒音伝i播および臭気拡散等の予測手法 を活用 し,設 備,原 材料 および生産
方式等の発生源対策 をは じめ,対 策設備や工場配置,設 備配置,建 物構造等
の対応要素を効果的に組合わせ ることによって快適 な地域環境づ くりに努め
ている。
その他,工 場等の周辺の自然環境 との調和化,環境悪化防止のため,地 域
の植生 を配慮 した緑化計画を策定 し,積 極的な工場緑化 を推進 している。
日産自動車(株)
日産 は,「自然 とともに」という13頁の小冊子 を発行 し,人 とクルマ と自然
との共生 をめざし・地球環境の保護に取組み,そ れへの対応 を21世紀へ向け
た新 しいクルマの価値の創造 と受 けとめている。
そして,地 球環境問題 とその対策 とを図表II-fiにまとめる とともに,A.
クルマ使用 における環境保護,B.クルマ生産 における環境保護,C.ク ルマ
廃棄における環境保護 に関 して個別的に説明 している。
A.ク ルマ使用における環境保護
走行中のクルマ等か ら排出されるCO、は,フ ロンやメタンとともに地球温
暖化の1つ の原因であ り,ま たカーエアコンの冷媒等に使用 されているフロ
ンは,オ ゾン層破壊の原因 とされている。更 に,排 ガス,騒 音 ・振動等 も地
球環境問題上,大 きな関心事である。
日産では,地 球温暖化の防止対策 として燃費の向上 と代替エネルギー車の
研究開発 を進めるとともに,特 定 フローンの全廃や,排 ガスの清浄化,騒 音 ・




同社では,地 球温暖化防止,排 出ガス清浄化,石 油依存度の低減等の面か




地 球 温 暖 化 燃料 の節約(省エ ネルギ ー)
資 源 枯 渇 代替エ ネルギーの利用




水 質 汚 濁 排水の清浄化




出典:日 産 「自然 と と もに」p.1
③ 特定フロンの全廃
同社では,1989年2月に 「フロン対策委員会」 を設置 し,製 造段階 と車両
本体の両面において特定 フロン(カ ーエアコン用フロン,部 品洗浄用フロン,
樹脂発泡用フロン)の1994年の全面廃止 を決めそれに向かって順次切 り替 え
を進めている。
④ 排出ガスの清浄化
1966年,日本でガソリン車の排出ガス規制が実施 され,そ れ以後s段 階的
な規制強化を経て,1978年以降,世 界で最 も厳 しい とされる規制が実施 され
ている。 これに対応するために,排 出されたHC(炭化水素),CO,NO。(窒
素酸化物)の 量 は,規 制前 に比べて10分の1以 下になってお り,そ の後 もエ
ンジンの改良,触 媒 システムの開発等,排 出ガスの清浄化 に向けて研究開発











































出典:日 産 「自然 と と もに」p.3
キ ゾー ス トバ ル ブ採 用 に よ る熱 効 率
の 向上
・希 薄 燃 焼 ,燃 料 噴 射 微 粒 化 の研 究
●ロー フ ー ロ ツカ ー ア ー ム,二 本 ピス
トン リン グ な どに よ る摩 擦 低 減
・EGRに よ る ポ ン ピ ング ロス低 減
・ノ ッ ク コ ン トロー ル シス テ ム に よ る
点 火 タ イ ミング の最 適 化
・エ ン ジ ン ・オ ー トマ チ ック総 合電 子
制 御 シス テ ム(DUET-EA)の 採 用
・超 偏 平 トル ク コ ンバ ー タの 採 用
・ス テ ー タ の羽 根 形 状 の改 良
・電 子 制 御5速 オ ー トマ チ ッ ク(5E -
AT)の 採 用
・無 段 変 速 機 の研 究 開発
・電 子 制 御 に よ る ロ ック ア ッ プ のON
-oFF制御 の 採 用
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に取組 んでいる。
⑤ 騒音 ・振動の低減
レーザーホログラフィー干渉計測,火 花追跡計測,音 圧分布解析 を活用 し
て騒音 ・振動の低減に努めている。
B.クルマの生産 における環境保護
生産工程から生ず る排出ガスによる大気汚染 ・酸性雨,廃 棄物,水 質汚染,
騒音 ・振動 ・臭気の問題等,環 境問題に関連す るものが多い。同社は,こ れ
らの問題 を防止 ・抑制す るために,各 生産工場 レベルで処理 ・対策 に取組ん
でいる。
① 大気汚染の防止
同社 は,生 産工程か ら排出 され るSO.(硫黄酸化物)やNO。の量 をできる




同社では,基 本的には「廃棄物 を出 さない」,また廃棄物 として出 して しま
った ものは可能な限 り別の用途 として再利用す るように努め,現 在,廃 棄物
総発生量の約77%を再利用 している。再利用不可能な ものについては,焼 却
してエネルギー として活用 した り,適正な処理 ・処分 を行 うな ど,廃棄物の
減量化 と再生利用 ・有効利用等 に積極的に取組 んでいる。
同社の廃棄物処理 システムを示す と図II-8のようである。
③ 水質汚濁の防止
同社では,貴 重な水資源 を守 るため節水 ・使用水の合理化 を積極的に進 め
るとともに,排 水の種類,性 状 に応 じた処理工程の組合わせによる処理シス
テムを導入 している。
自動車生産工程で発生す る排水 を,有 機系排水 と無機系排水 とに大別 し,
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て生物処理 を行 っている。後者には塗装前処理排水,機 械加工等の洗浄排水,
実験 ・研究排水等があ り,物理 ・化学的処理を行っている。
④ 騒音 ・振動 ・臭気の低減
同社では騒音特性,振 動特性,臭 気質等 を調査 ・解析 し,発生源の個別対
策 を行 っている。すなわち,騒 音 については吸音,消 音装置 による個別対策
や防音壁等の設置,振 動については板バネ,空 気バネ等の設置や,設 置 レイ
アウ ト等 による伝搬経路対策等を行っている。 また臭気については,直 接燃
焼,触 媒酸化,薬 液洗浄装置の設置等の対策 を実施 している。
マツダ(株)
マツダは 「ACTION一地球環境保護 とマツダの技術革新 一一」という32
頁か らなる小冊子 と 「環境 に関する行動推進計画」 とい う9頁 からなるパン
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フレットを発行 している。
A.基本方針及び社内体制(図 表II-9に掲 げた とお り)
B.環境対策(行 動指針)
(a)環境 を配慮 した技術 と商品の創造
① 排気ガス浄化
マツダは,1973年に日本初の低公害優遇税制車を開発 して以来,エ ンジン
燃焼改善,触 媒性能向上,排 気ガス浄化システム等の研究開発 を推進 してい
る。
②CO、 低減
CO2低減 による地球温暖化 を防止するため日本のガ ソリン乗用車の平均燃
費目標(例:827.5kg以上1,515.5kg未満→130km/1)を2000年までに達成
すべ く,エ ンジンの燃焼改善,車 両軽量化,空 気抵抗の低減等の取組 みを推
進 している。
③ ク リーンエネルギー車 ・代替燃料車の研究開発
同社は,CO,を排出しない水素・電気等のクリー ンエネルギー車の研究開発
とともに,化 石燃料資源の有効利用 と大気汚染防止のため,天 然ガスやメタ
ノールなどの代替燃料車の研究開発 を推進 している。
④ 特定 フロン等の使用廃止
同社 は,オ ゾン層を保護するため,特 定フロンとトリクロロエタンの全廃
に取組み,既 に洗浄 ・発泡用の特定フロンは使用中止 し,カ ーエアコンは,
新冷媒への切 り替 えを1994年末 までに完成する。 また,車 両整備や廃車時の
冷媒回収 ・再利用のため,全 国の重整備サー ビス拠点へ回収 ・再生機 を配置
している。
更 に,部 品洗浄用 トリクロロエタンは1989年比で既 に75%削減 し,全 廃 目
標の1995年末の早期化に取組んでいる。
その他,自 動車 リサイクルの推進,部 品共通化等による資源の有効利用に
取組んでいる。
54国 際経営論集No61994
図表II-9地 球環境 に関するマツダの基本方針(通称:マ ツダ地球環境憲章)
レマツダ環境理念
「私たちはクルマづ くりにおいて自然 との調和 を図 りなが ら,地 球環境の保
護 と豊かな社会づ くりに挑戦 し続 けます。」
1.私 たちは地球にやさしい技術 と商品を創造 し,社 会 に提供 します。
2.私 たちは資源やエネルギーを大切 にし,環境 を配慮 した事業活動 を行 い
ます。
3.私 たちは社会や地域 とともに,よ りよい環境 をめざした活動をします。
レ行動指針
1.環境を配慮 した技術 と商品の創造
(ユ)私たちは排気ガス浄化 ・CO、低減 ・クリーンエネルギー車 ・代替燃料
車 ・オ ゾン層保護など,ク リーン技術の創造 に挑戦 し続 けます。
(2)私たちは企画 ・開発段階か ら生産 ・使用 ・廃棄 に至るまで,一 貫 して
環境 との調和 を配慮 した商品づ くりを推進 します。
2.資源 ・エネルギーを大切 にする事業活動








4.車づ くりの仲間 とともに,よ りよい環境づ くり
(1)私たちは社内での環境教育の徹底や環境情報の提示により,地 球環境
に対する社員啓発活動 を積極的に推進 します。
(2)私たちは国内 ・海外の関係各社 との連携 を密 にし,
境づ くりを目指 します。
5.社会や地域 とともに,よ りよい環境づ くり
と もに よ りよい環
(1)私たちは環境に関する社会の要請に積極的に耳を傾 け,企 業活動 に反
映させ ます。
(2)私たちは環境 に関す る技術 ・システム ・情報などを公開 し提供 します。
(3)私たちは事業活動 にとどまらず,環 境保護 に関する社会的活動にも積
極的に協力 ・参画 します。
出典1マ ツダ 「環境 に関 す る行動推 進計 画」p.2
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少な くとも年1回 以上の,担 当役員や専門部門による監査を行います。




減 ・工程での歩留 りの向上 ・廃棄物の リサイクルや減量化等を進 めている。
物流活動 において も,リターナブル容器の普及や木材・段 ボール等の梱包・
包装方法の改善 による資材の削減 を推進 している。
② 生産および物流活動におけるエネルギー効率の向上
56国 際経 営論 集N(,.61994
生産活動では,エ ネルギー原単位 を2000年までに1990年比10%削減するた
め,各 設備のより一層の効率化に加 えyコ ージェネレーションの導入等によ
るエネルギーの多段利用を進 め,エ ネルギーの総合効率の向上 に努めている。




同社 は,法 規制値 よりもク リーンな自主管理基準を設定 し,工 場建設や生
産設備の企画 ・立案段階か ら,設 備導入 ・生産活動 に至 るまで,環境 アセス
メン トの実施や遵守状況の監査等を行 う。更に,環 境汚染事故の発生 を想定
した緊急時対応マニュアルの整備 と訓練 も行 うという。
② 環境負荷低減生産 プロセスの開発 ・導入
各プロセスにおいて水質や大気等環境への影響が少ない原材料の選択導入
と,加 工 ・成形 ・組立技術等の生産技術開発に取組 みその導入 を図 っている。
(d)車づ くりの仲間 とともに,よ りよい環境づ くり
① 社員の啓発
同社では,全 社員 に環境の大切 さを認識させ,各 人の業務や 日常生活 に積
極的な姿勢で取組むよう社員教育や啓発活動 を更に充実 させ る。







常 日頃か ら地域の人々 との意見交換会等,広 く社会の意見 を聞 く。
② 環境保護情報の公開 ・提供
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ホンダは,「ホンダと地球環境」 とい う23頁か らなる小冊子 を発行 してい
る。
A.環 境に関す る基本方針(ホ ンダ環境宣言)
同社小冊子では,最 初 に以下のような①ホンダ環境宣言,② 行動指針 を掲
げている(図 表II-11参照)。
③ 環境対応組織
更 に,環 境問題 に対応するためつぎのような組織 を設置 している。
信)環 境会議i('91年12月設立)
副社長 を議長 とし,事 業所長,関 連専門委員会の委員長で構成 され,オ ー
ルホンダの中 ・長期的な環境保全計画の策定 および経営会議への提案を行 い,
全社的な施策展開を図っている。
(ロ)環境安全グループ('90年3月設立)
環境,安 全に関する情報の収集,環 境保全計画の方向性の立案,環 境会議
の運営等 を行 っている。
の 環境総合責任者('92年3月設立)




図 表II-f1ホ ン ダ環 境 窒 言
レ環境 に関する基本方針について
地球環境の保全 を重要課題 とす る社会の責任ある一員 としてホンダは,す
べての企業活動 を通 じて,人 の健康の維持 と地球環境の保全 に積極的に寄
与 し,そ の行動において先進 性を維持する事を目標 として,そ の達成 に努
めます。
①ガイ ドライン
1.私達 は商品の研究,開 発,生 産,販 売,サ ービス,廃 棄 というラ




3.私達 は,企 業の一員 として,ま た社会の一員 として,人 の健康の
維持 と地球環境の保全に努力する事が重要であると認識 し,積 極
的に行動する事に努めます。
4.私達は,事 業所の活動が,そ れぞれの地域の人たちの健康 と環境
や社会に対 し,及 ぼす影響 について認識 し,社 会か ら高い評価を
いただけるように努めます。
②行動指針
地球環境の保全が大 きな問題 となっている現在の世界において,人 と地
球 にやさしい商品を提供す ることと,環境保全活動 に積極的に取 り組むこ
とは,企 業の社会責任 であると考えます。ホンダは次の環境課題の分野y
そして世界のそれぞれの地域 において,常 に トップ ・グループの中にいる
ことをめざします。





























出典=ホ ンダ 「ホ ンダ と地球環境 」p.2～3
・エネルギー委員会('75年11月設立):事業活動におけるエネルギー施策
・環境推進委員会('79年4月設立):地球環境改善部会……地球環境 の改善
対応,廃 棄物対応部会……事業活動 に伴 う廃棄物削減
・フロン対策委員会('89年11月設立):特定フロン等の使用削減及び全廃対応
・リサイクル委員会:製 品の研究,開 発,生 産i廃 棄 までの リサイクル対応
以上が,ホ ンダの環境対応組織であるが,よ り弾力的 ・効率的に環境問題




同社は,そ の地域における企業活動 を通 じて,地 域社会から 「一緒に住み




同社は,環 境保全 を推進するためω もとか ら出 さない,(ロ)適切な処理,の
資源の有効活用 という 「3つの柱」 を基本 に公害防止 に努めている。





転の普及拡大 という2つ の課題 を設 け,対 応 している。
① 事業所における取組み
2000年までにCO2排出量 を1990年レベルで安定化 させ るとい う方向性 を
掲 げ,次 のような施策 を挙げている。
・エネルギー委員会 を中心 としたエネルギーの効率利用推進(エ ネルギー供
給サイ ド)
・省エネルギー型生産設備の研究 ・開発(エ ネルギー消費サイ ド)
・省エネルギー型製品の研究 ・開発(エ ネルギー消費サイ ド)
② 製品における取組み
2000年までに8.5%以上の燃費向上を目指 し,エンジンの高効率化,新軽量
材の適用による軽量化,走行抵抗等各種技術 を,積極的に研究 ・開発 している。
'エンジンの鰍-騨 磐
ンの低減一Σ璽=Eッカー アー ム
'走行抵抗の低減「 こ饗 齢 徽 竺
1菜二欝 鰍
蝿 化一』一 一 醐 懲 潔 二藁㍍誰 脂化
.動力伝達効率の向上τ 鎌 雛 化
1二騨;1;轄
・走 り方 環境 に優 しい運転一一一無駄なアイ ドリング
急発進 ・減速 をしない
具体 的 には,低 燃 費 ・低公害 と走行性能 の二律 背反す る性能 を両立 させ る
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朝 霞 10,000 3,000
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合 計 548,0t}0 植 栽 面 積 合 計335,000m2
出典:ホ ンダ 「ホ ンダ と地球環境」p.7
VTEC--Eエンジ ンを開発,シ ビックに搭 載,アル ミエ ンジン等採用 による軽
量 化,ソ ー ラ ー カ ー,ソ ー ラー カヌ ー,FFV(フ レ キ シ ブル フ ユー エ ル
車)・CNG(圧縮 天然 ガス車),EV,電 気 ス クー ターの よ うな代替燃 料機関 の
研究 に も取組 んでい る。
(d)排出 ガス対策
四輪 二輪,汎 用 に分 け,排 出ガス に対 す る技術 内容 の展開 を示 してい る。
その他,特 定 フロンの1994年末 まで の全廃,環 境啓 蒙 ・社会 活動 を推 進 し
ている。 また,社 員1人1人 の環境 に関す る考 え方 の啓蒙活動 も行 ってい る
(図表II-15参照)。
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図表II-15
















































出典:ホ ンダ 「ホ ンダ と地球環境」p.20
三菱 自動車工業(株)
三菱 自工か らは 「三菱 自動車環境 プラ ン」 とい う9頁 の小冊子 お よび 「三
菱 自動車環境 プラ ンを策定一 従来 の地球環境 問題 プロジェク トチーム を改
め,『環境会 議』を新設 」とい う三菱 自動車ニ ュー スが送付 された。 それ
によれ ば以下 の よ うで ある。
A.基 本理念及 び社 内体制
同社 では,89年8月 に 「地球環境 問題 プロジェク トチーム 」を設置 し,(1)




い4つ のテーマについて環境問題 に取組んできた。'93年3月策定 した 「三菱
自動車環境プラン」では3総 合的な環境問題 に取組 む同社の理念 として 「環
境 との調和 と保全 を心掛 けた事業活動を通 じて企業の発展 をめざす」を掲げ,
自動車の開発については,特 定 フロンの使用全廃や,燃 費低減,低 公害車の
開発,排 出ガス低減等について重点的に取組み,ま た生産活動については,
工場立地 における環境配慮や,工 場の省エネ,工 場廃棄物の低減,物 流合理
化等 を,そのほか環境保全活動のための啓発活動,社員教育,対外PR等 を積
極的に行 うことに している。 また,こ れを実行するため新体制で臨む ことと
し,新 しく社長を議長 とす る 「環境会議」 を設置 し,更 に,そ の中に副社長
を部会長 とする 「商品部会」「生産部会」「一般部会」の3つ の部会を設 けて,
従来の 「地球環境プロジェク トチーム」が取組んできた地球環境問題 に加 え,







公的規則 を遵守するため社内状況を定期的にフォロー し,的確 に把握す る。
③ 省エネルギー
生産段階では売上高当た りエネルギー原単位 を2000年までに1990年基準 と
して年率1%改 善する。
製品段階では,自 動車のエネルギー消費効率 を,ガ ソリン車では通産省お
よび運輸省提案の達成,そ の他の 自動車で は中央公害対策審議会答申の短









特定フロンの使用全廃 特 定 フロ ンは94年3月,ト リク ロ ロ




低公害車の開発 電 気 自動 車,CNG車,メ タ ノ ー ル





















































報 ・啓蒙・社会活動,海 外での事業活動等での環境配慮 について触れている。
スズキ(株)
環境 問題への対応パ ンフレットは,現 在制作を検討 している段階であると
いう。
なお,い す ゴ自動車(株)「人 と地球 の未来 のため に いす ゴの地球 環境
へ の取組 み一 」(地球環境 ・安全対策委員会,14頁),ダイハ ツ工業(株)「地
球環境へ の取 り組 み について」(10頁),「HIMR(ハイエムアール シス テム搭
載,低 公害 ・省 エネルギー車)」(6頁)等 に関 して は,紙 幅 の都合上,別 稿
に譲 る。
② 実際の環境対応行動
(1)では個別企業の環境問題 に関する基本的考 え方,取 組み方について論述
したが,そ れでは,企 業 は現実に環境問題解決のために,ど のような行動 を
とっているか,「環境 白書」(環境庁 ・平成5年 版お よび平成4年 版)な らび
に財団法人地球 ・人間環境 フォーラム 「環境 にや さしい企業行動調査」(平成
4年および同5年8月 発表,環 境庁委託 ・座長河野正男)を 手掛 りに探って
みよう。
後者の 「行動調査」 はs本 年で2度 目であ り,本年度は自動車会社 を含 む
上場528社(上場2080社中有効回収数)が分析 の対象 となっている。そのうち
製造業 は55.7%を占め,自 動車会社 はその中に分類 されている。
以下 にその要点を紹介す る。
① 企業の業務の うち,通 常の業務 については,77.7%の企業で,ま た,
廃棄に係わる業務 については66.1%の企業でそれぞれ何 らかの環境配慮が行
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われ ていたが,資 源採取 に係わ る業務 について は,12.7%の企業 で対応 を行
っているに過 ぎない。 その他,技 術 ・製 品開発業務57%,製 造業務65%が何
らかの配慮 をしてい る。
② 環境 問題担 当組織 を既 に設置 してい る企業が全体 の67.8%,今年度 中
に設 置予定の企業が1.3%で合計69.1%(65.2%)とな ってお り,平 成3年 度
の調査結果 に比 して3.9%増加 した。製造業が82%で設置割合 が最 も多 く昨年
度 に比 し8%増 加 して い る。担 当組織 の設 置 目的 は,複 数 回答 で情報 収 集
84.9%(87.5%)の目的が最 も多 く,次 に社員 の啓蒙 が71.8%(75.5%),基
準 や規制 の遵守状 況の点検70.7%(43.3%),PR活動 が56.2%(44.2%),環
境 へ の影響 チ ェ ック55.6%(442%),方針 や 目標 の達 成状 況 の点検55.3%
(38.5%),役員 へ の報 告54.0%(55.7%),社員 の意 見 の 吸 い上 げ36.7%
(48.6%),ビジネスチ ャ ンスの発掘19.5%(26.9%)であった。情報収集 が
両年度 とも トップであ るの は気 になるが,環 境 監査的 な活動が大 き く増加 し
た ことは望 ま しい方向 に進 んで い ることになる。
っ ぎに,環 境 担 当者 の業務範囲 として は,環 境 問題全般 を扱 う75.6%,公
害防止策全般 を扱 う8.5%,公害防止策以外 を扱 う5.5%,その他7.9%,不明
2.5%となってい る。
環境 問題担 当組織 の影響 力 につ いては,社 内各部署 の環境対 策実施状況 の
チ ェ ック,ア ドバ イス71.5%,環境保全予算 の決定58.4%,環境保全 関連費
用 の支出56.1%,社員教育 の内容41.1%,企業全体 の経営 方針 や長期計 画の
策定36.0%等とな ってお り,環 境 関連 の意 思決 定やチ ェ ック という点 で は影
響力 を有 してい るが,生 産 関係 の意 思決定 にはあ ま り大 きな影響力 を まだ有
してい ない。
なお,環 境 問 題 担 当組織 の 予算 ・人 員 が 現状 で は,「ほ ぼ適 当 な規 模」
42.8%,「やや不足 して いる と思 う」38.5%と回答 している。
企業 の組織 内で,環 境担 当部署 は,「社長直属 の独立機関」25.7%,「総務 ・
管理部 門の一部」13.4%,「企画部門 の一部」5.8%と併せ て50%以上 を占め
68国 際経営論集No.61994
ている。製造部門 ・営業部門の一部 というライン組織 として機能 しているも
のが17%あった。
③ 環境 に関する企業方針や目標の達成状況等,環 境に関する取組みを企
業内で点検(内 部監査)し ていると回答 した企業お よび今年度中に実施予定
の企業の合計が38.9%と平成3年 度の調査結果 に比較 して増加 した。製造業
および小売業 において,売 上規模が大 きい企業ほ ど実施割合が特に高い。
④ 環境報告書(取 組 み状 況 レポー ト等)に ついては,作 成 していない
42.6%,レポー ト作成のみで公表 していない23.5%,パンフレッ ト等の一部
に記載 している15.9%で,レポー トの作成 も公表 もしていると回答 した企業
は8.O%でまだ少数派 に過 ぎない。
⑤ 環境保全関連支出(予 算)は,本 調査では各社 によりその内容 は異な
る。ほぼ前年度 と同 じで あ る42.6%(45.3%),前年 よ り増加 予定23.1%
(18%),前年度 より減少予定5.3%(8%)で,不 況中 ということもあって
か,環 境予算は伸び悩みである。
環境関連費の負担については,業 績に深刻な影響がなければで きるだけ負
担 したい と思 う企業64.6%(62.7%),業績に関わらず負担 したいと思 う企業
13.3%(7.5%),現在の諸規制 をクリアで きるだけの最小限の負担で十分だ
と思 う企業10.4%(16.3%)であ り,前 年度に比 し,前 向きの企業が増加 し
ている。
以上の調査か ら,「企業の環境保全への取組みは,様々な困難を抱 えなが ら
も,意 欲的に進 められつつある」 といえる。
IIIリサ イ クル とラ イ フサ イ クル ・コス テ ィ ン グ
(1>各社 の リサ イクル への取組 み
各社 の リサイ クル活動 を,(1>基本方針,② 自動車 の リサイ クル,③ 工場 内 リ
サイ クル,(4)その他 の リサイ クル に区分 して比較 してみ る と以下 の図表III-1
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図表III-1自動車各社の リサイクル活動
ト ヨ タ 日 産 マ ツ ダ ホンダ,三 菱等
(1)基本方針 「トヨタ地球環 日産 は,次 の よ マ ツ ダ は,リ サ ホンダは省資源
境憲章」で 「大 うな考え方で設 イクルの推進に と環境保全の視
切に何度も使う 計開発段階から よりクルマの性 点から 「ゆ りか
……資源の節約 リサイクルの推 能向上 と環境 ・ こからまたゆ り
と再利用」 を行 進に取 り組んで 資源保護の両立 か ごへ 」 の ス ロ
動指針 として掲 い る 。 を 図 る た め, 一 ガ ン の も と,
げ,「地球の資源 (1)クル マ の リサ 1990年10月,全資源の有効活用
は限 りあること イクルを容易に 社横断的な組織 と廃棄物の ミニ
を認 識 し,あ ら するための材料 と して 『リサ イ マム化 を促 進
ゆる資源の有効 開発 と設計に取 クル推進 委員 し,製 品や生産
利用 を検討 し, り組 む。 会』を設置 した。 時に出る廃材の
回収,再 利用に ・ リサ イ ク ル に 樹脂部品などの リサイクルを積
取 り組 む。 その 容易な樹脂材料 再利用技術の開 極的に行ってい
ために再利用し の採用拡大 発,リ サ イ クル る 。
やすいように設 ・樹脂材料の統 に適した素材や いす ゴは よ り長
計 を行 う こ と, 合化 構造の研究,将 期間の使用に応
再利用の際にも ・1009以 上 の 来の適切なクル える商品開発 と
環境への影響が 樹脂部品を目安 マ の リサ イ クル 共 に,よ り多 く
少ないものであ にi材 料識別の シス テム の あ り の部品の再利用
る こ と,ま た生 マ ー キ ング を実 方の追求などに お よびリサイク
産段階でも無駄 施 取 り組 ん で い ル を推進 してい
なものは出さな ・解体 しやすい る 。 る 。
いことなどを推 構造の開発に取 ・ リサ イ ク ル に
進 し,製 品 に リ り組 む。 適した材料の採
サイクルの思想 ② クルマからの 用拡大
を盛 り込む」 材料の リサイク ・解 体 ・分 別 処
「リサ イ ク ル を ル を進 め る。 理の簡素化
考慮 した車つ く ・クル マ か ら生 ・材 料 リサ イ ク









カ ー 間 で,再 生
材の相互活用の
可能性を検討




・クル マ か ら生
じる廃棄物の処
理 を考 え,環 境
負荷の少ない材
料を使用する。
(2)自動 車 の 1992年1月か ら (1)1009以上 の (1)リサ イ クル に
リサ イ クル は 「環境技術委 部品を対象に, 適した素材や構
員会」の下部組 それに使われて 造のあ り方につ
織 として 「リサ いる樹脂の組成 いて研究 し,例
イ クル 小 委 員 を表 示 マ ー キ ン え ば,レ ビ ュ ー
会」と名称変更 グ して い る。 では熱可塑性の
し,同 時 に 「海 ② 日産では,現 ABS樹 脂 を採
外部会」も設置 時点で リサイク 用 して い る。 リ
し,リ サ イ クル ル しやすい と考 サイクルに適 し
をしやす くする えられる熱可塑 た構造例 として
ための再資源化 性樹脂の採用を は プ ラ ス チ ック
方法,設計方法 拡 大 して お り, バ ンパーの金属
および回収方法 平均約85%に達 ス テ ー を廃 止
について広 く関 し て い る。 し,プ ラ ス チ ッ
係業界と連携を (3}1992年2月神 ク部分だけを簡
と り,積 極 的 に 奈川県で日産販 単 に取 り外せる
検討を進めてい 売会社で回収し ように工夫 した
る 。 た樹脂バ ンパー ス テ ー レ スバ ン
リサイクル率 を樹脂製自動車 パ ー を フ ァ ミ リ
に つ い て も 部品に再生する アなどに採用 し
「1996年 に は リサ イ クル シ ス て い る。
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果 も踏 まえて自 推 進 す る。
動車 リサイクル ②業界を通じて
を考 えて い る。 路上放棄処理協
更 に,路 上放 会の放棄車回収
棄 車 に つ い て に協 力 す る。
は,1991年業 界 ③補給部品およ
として 「路上放 び ノ ックダ ウ ン
棄車処理協力 部品の梱包材に
会」を設 け,市 つ い て は,今 後
町村等の処理に とも使用量の削
協 力 してい る。 減 を 図 る。
(3)工場 内 リ トヨタ で は,省 開発 ・生産段階 マ ツ ダ は,生 産 〔ホ ンダ〕
サイクル 資源 ・省エネル の リサイクル活 部門において も ①資源有効活用
ギー型生産工程 動 環境保護への貢 ②廃棄物削減
づ く りの1つ の ①バ ンパー成形 献 を目指 し,次 ω歩留向上技
柱 として,廃 棄 時に出る樹脂端 の2点 を大 きな 術
物(無機物から 材などは,工 程 柱として生産活 @工程廃材の
有機物まで)低 内で リサイクル 動 を行 っ て い リサイクル技術
減 と再資源化を され,新 しい バ る 。 廃棄物を一般
源 流対策 に据 ン パ ー に な る 。 ①多種多様な資 廃 棄 物,廃 プ
え,廃 棄物対策 ②エンジンプロ 源やエネルギー ラ ・廃 ゴ ム類,
に取 り組んでい ック等に使用す 使用量をで きる 鋳造廃棄物,廃
る 。 る鋳物砂は何度 だけ少な くし有 液,廃 油類,汚
①TOYOTA も再生利用 し, 効に使 うと同時 泥類,そ の他の
「5R活 動 」 最終的にはセメ に,廃 棄 す る も 6種に分類 し,
車両の企画, ン トの原材料 と のをできるだけ その排 出量 を
開発,設 計段階 して使われてい 少 な くす る。 1996年ま で に
か ら,生 産,廃 る 。 ②生産拠点が瀬 1991年実績4万
棄に至るまでの ③ クルマの開発 戸内海国立公園 6千 トンの半分
一貫 した活動が 初期に使用する に面 しているた とす る こ とを 目
「5R活 動」で 試作型 は,溶 融 め 「よ りよい環 標 として い る。
あ る。「まず,廃 され再び試作型 境 との調和 を目 具体例:
棄物 を出 さ な として利用 して 指 して」 お り, 廃棄物削減
い」これが大原 い る 。 環境保護には最 ・廃 シ ン ナ ー の
則 で,そ の た め ④ クレイモデル 大限の配慮をし 再生
に製品企画,開 の自動切削装置 て安定した生産 ・鋳造廃砂のセ
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品事 前 評価 制 度
を導入 し展 開 し
て い る。
「や む な く発 生
した 廃 棄 物 」 は
次 に再 資 源 化 の
検 討 が 加 え ら
れ,物 質 資源 と
して,Reuse(再
使 用),Recycle
(再利 用)の 再 資
源 化 の 方 策 が施
され る。 それ で
もな お有 効 活 用
で きな い廃 棄 物
は,最 終 的 にエ
ネ ル ギ ー 資 源 と
して有 効 に活 用
を図 り,資 源 の
トー タ ル的 な活





































































































































































































































「紙 の使 用量 の
節減」「古紙回収
リサイクル」「再






































を伐 採 か ら救
う。







を め ざ して い
る 。
の ようで ある。
基本 方針 に関 しては,ト ヨタで は「リサ イクル を考慮 した車 づ くり」,日 産
で は 「設計 開発段 階か らリサ イクル の推進」 とい うように リサイ クル思考 を
前面 に押 し出 してい る。 またマ ツダで は 「樹脂 部品等 の再利用,技 術 の開発,
リサイ クル に適 した素材や構 造 の研究,将 来 の適切 なクルマの リサ イクル シ
ステムのあ り方の追求」・ ホ ンダで は 「ゆ りか ごか らまた ゆ りか ごへ」の スロ
ー ガンの も とに 「資源 の有効活用 と廃棄物 の ミニマ ム化 ・リサ イクル」 とい
うように両社 とも具体 的 に掲 げてい る。 この こ とは,日 産 につ いて も言 える
ことであ る。
自動車 の リサ イクル に関 して は,ト ヨタで は,「 リサイ クル小委 員会」の も
とで 「リサイ クル を しやす くす るための再資源化 方法 ,設 計 方法お よび回収
方法」 に関 して検討 を し,リ サ イクル率 について も1996年には85%達成 を目
指 し,短 期 お よび長期 の 目標 を設定 し,低 減 活動 を積極的 に推進 してい る。
日産 で は具体 的 に使 用樹脂100g以上 の組成表示 マー キング,リサ イクルに容
易 な熱可塑性樹脂 の採用拡大(現在平均85%),回収樹脂バ ンパ ーの リサイ ク
ル システム の稼 動開始 について言及 して いる。 マ ツダ,ホ ンダ,三 菱,ダ イ
ハ ツ等 も具体 的 に述 べ ている。「路上放 棄車 」に関 して トヨタ,三 菱等 で 「処
理 に協力 す る」してい るが 当然 の こ とであ る。「リサ イクル に関す る情報提供」
(三菱等)も 必要 な ことであ る。
工場 内 リサイ クル に関 して は,ト ヨタでは,省 資源 ・省エ ネル ギー型生産
工程づ くりの1つ の柱 として廃 棄物低 減 ・再資源化対策 に取組 みTOYOTA
「5R活 動」・TOYOTA555ActionProgram活動 を推進 している。 日産 で
自動車産業における環境問題への対応とライフサイクル・コスティング79
は,バ ンパー,鋳 物砂,試 作型,切 削片の リサイクルについて述べている。
マツダでは,使 用資源 ・エネルギーならびに廃棄物 の極少化,生 産拠点が瀬
戸内海国立公園に面 しているため 「よりよい環境 との調和 を目指 して」いる。
ホンダでは,資 源有効活用,廃 棄物削減 を基本 に置き,具 体例 も述べている。
三菱では 「社内における廃棄物発生量の減少及び社内 リサイクルの向上」に
努めている。いす ゴ,ダイハ ツともに工場廃棄物の減量化,省 エネ,再 資源
化率の向上 により資源の有効利用を目指 している。マツダの 「日本で経験 し
た環境への配慮を海外の生産拠点における環境保護 にも生かして展開し,効
果 を上げている」 ということは他社 にもあてはまることである。
その他の リサイクルに関 しては,主 にオフィスから出る古紙の再生利用に
よって森林資源の保護 を目指す トヨタ,日 産,マ ツダ等に対 し,ホ ンダでは,
更 にs植 栽の実施 によって 「ふるさとの森」づ くりを推進 している。ホンダ
の地域社会か らの認知を受けたい という積極的姿勢が窺われる。
要するに各社 とも,環境保全の視点か ら廃棄物の低減,エ ネルギー,諸 資
源の更なる有効利用のため,リ サイクルを一層推進 している。そのような観
点のもとに,最 初か らリサイクルしやすいように設計 し,再生利用可能な原
材料 を使用 し,そ れ らの組成 をマーキングし,分 解 しやすい構成にして,寿
命の尽 きた車両等をいわば 「下取 り」 して再利用 しようとしている。下取 り
価額が高いほどクルマの製造原価 も販売価格 もトータル として安価 になる。
② ライフサイクル ・コスティングの必要性
市場調査,新 製品の企画構想 を経て,開 発提案がなされ,設 計図が出来上
がる。従来 は,そ の設計図に基づいて実際にそのために必要な生産要素を購
入 して製造に とりかか り,完成品を消費者 に販売 して経営活動 を終了してい
た。 しかし,環 境問題等の深刻化 に伴い,そ れ以降の事象にも企業は配慮 し
なければならな くなった。すなわち,消 費者が購入後,そ の製品利用上,生
じた問題,そ の製品の寿命が尽 きた後の廃棄物処理の問題である。
80国 際経営論集No.61994
この よ うな製品 の開発 ・設計 ・製造 ・販 売 ・利用 ・廃棄処理 に至 る までの
過程 で生 ず る原価 の記録 ・計算 ・管理 をす る手 法が,こ こでい うライ フサイ
クル ・コステ ィング(Life-cyclecosting)であ る。
環境 コス トを考慮 す る立場 か らは,後 か ら前 を見 て原価 の計算 をす る こと
が必要 であ る。 す なわ ち,製 品企画,研 究 開発,製 造,販 売 のための原価 に
加 えて,ど うして もリサイ クル不可能 な廃棄物 の処理 コス ト,販 売後 のア フ
ター・コス トまで も原価 の中 に算入 しな ければ な らない。 また,い わ ゆ る「下
取 り」か ら生ず る財貨 が再利用 ・再資源化 あ るいは焼 却 に よるエネルギー回
収 とい う方法 で有 用化 で きれ ばy総 原価 か らその評価額 を,い わ ば副産物 の
ように控除 す る必要 が ある。
お わ り に
自動車による環境破壊が深刻なだけに,各 社 とも,そ のレポー トを検討 し,
アンケー ト調査 を見た限 り環境対策に積極的に取組んでいる。環境問題関係
のレポー トを公表 している企業が もともと環境問題 に関心 を示 している会社
であるか らかもしれない。
「環境 白書」や 「環境にや さしい企業行動調査」で も実際の企業行動が環
境保全 に前向きであると結論 しているが,た だ後者 はs環 境庁委託調査にも
かかわ らず有効回収率が2080社中528件(25.4%)と低いのが気 になる。未回
収分が環境問題 に関 しあまり留意 していないとも考えることができるからで
ある。
資源の有効利用,廃 棄物の極小化の立場から,リ サイクル活動 も盛 んであ
る。 しか し,ト ヨタ等のレポー トにもあるように,こ れか らは発生源泉での
管理 により重点を置 く必要がある。大量 に発生 した廃棄物の リサイクル率 を
どんなに上 げて も,廃 棄物の絶対量は増大す ることになり,ゴ ミ問題の解決
策 とはならないからである。
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そのような観点を踏 まえて,製 品企画 ・開発の段階か ら,生 産,販 売,使
用,廃 棄のコス トまで も考 えたライフサイクル ・コスティングが必要である。
従来のように製造原価や販売原価のみに限定した思考 によらず,そ の製品の
全耐用期間にわたって生 じるコス トを考慮 して,こ れか らは製品開発をすべ
きである。特に,従 来,無 視 されていた廃棄 コス トをライフサイクル ・コス
トの中で充分に考慮すべきである。
環境対策 に積極的であることが,あ たか もその企業が社会的に貢献 してい
るように考えている企業が多いが,こ れは本末転倒である。その企業が環境
対策上,当 然負担すべ きコス トとそれ以外のコス トとを明確 に区分 して,適
正なコス ト計算 をし,具 体的な数値 を算出 して環境コス トを計上すべ きであ
る。
それによって原価の内容 も,計算方式 も,製造原価報告書,損 益計算書,
貸借対照表の形式 も変わって くる。た とえば,製 造原価報告書の材料費,労
務費,経 費の次のIVに環境 コス トの項 目を設 けた り,損益計算書の販売費及
び一般管理費の次にIVとして環境期間コス トのような項 目を設 ける必要 もで
て くるであろう。
そうすることによって,業 績,景 気に左右 され ることな く環境 コス トが計
上 され,経 営活動上発生 した原価 として市民権 を得 ることになる。
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